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「営業秘密管理指針の全部改訂について」
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日弁連中小企業法律支援センター
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「預金債権の差押えの特定－最

高裁平成23年9月20日決定の検討

－」銀行法務21 No.745(2012

年6月号)

１．はじめに

本年1月，経済産業省は，

営業秘密管理指針（以下「指

針」という）の改訂版を公

表しました（経済産業省の

HPからダウンロードでき

ます）。平成15年の指針策

定以来，初めての全面的な

改訂となります。そこで，

以下，不正競争防止法（以

下「不競法」という）が定

める営業秘密の意義を確認

した後，改訂後の指針（以

下「新指針」という）の概

要を紹介します。

２．営業秘密の意義

(1 )不競法は，営業秘密に

ついて「(① )秘密として管

理 さ れ て い る (② )生 産 方

法，販売方法その他の事業

活動に有用な技術上又は営

業上の情報であって，(③ )

公 然 と 知 ら れ て いな い も

の」と定めています。この

ように，不競法上の営業秘

密に該当するためには，①

秘密管理性，②有用性，③

非公知性の3つの要件を満

たす必要があります。

(2 )不競法は，営業秘密を

保護するため，他人の営業

秘密を不正に取得・使用・

開示等する行為に対する差

止請求，損害賠償請求等を

定め，さらに違法性の高い

行為については刑事罰を定

めています。

(3)不競法上の営業秘密に

該当しない情報は，不競法

による保護を受けることが

できませんが，民法その他

による法的保護を一切受け

ることができないわけでは

ありません。

３．基本的なコンセプトの変更

改定前の指針（以下「旧

指針」という）は，不競法

上の営業秘密の法解釈だけ

でなく，営業秘密の流出の

可及的な防止を目的とした

高度な管理方法を示してい

ました。これに対して，新

指針は，前者のみを対象と

し，不競法による法的保護

を受けるために必要な最低

限の水準の対策を示してい

ます。なお，後者について

は，別途策定する「営業秘

密保護マニュアル」（仮称）

で対応される予定です。

４．秘密管理性について

不競法上の営業秘密の3

つの要件のうち，法解釈上

最も問題となるのが秘密管

理性です。

(1)秘密管理性の趣旨

新指針は，秘密管理性が

要求される理由について，
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企業が秘密として管理しよ

うとする対象（情報の範囲）

が従業員や取引相手先（以

下「従業員等」という）に

対して明確化されることに

よって，従業員等の予見可

能性，ひいては，経済活動

の安定性を確保することに

あると考えています。

(2)必要な秘密管理措置の程度

新指針は，このような秘

密 管 理 性 の 趣 旨 を 踏 まえ

て，企業が対象情報を秘密

として管理しようとする意

思（秘密管理意思）に対す

る従業員等の認識可能性が

確保される程度の秘密管理

措置が必要であると考えて

います。

具体的には，秘密管理措

置は，対象情報に合法的か

つ現実的に接することがで

きる従業員を対象として，

①対象情報（営業秘密）を

一般情報（営業秘密ではな

い情報）から合理的に区分

する措置と②当該対象情報

について営業秘密であるこ

とを明らかにする措置とで

構 成 さ れ る と 考 え て いま

す。①の措置は，対象情報

の性質，選択された媒体，

機密性の高低，情報量等に

応じて，一般情報と合理的

に区分されることが必要と

されています。また，②の

措置は，主として，媒体の

選択，媒体への表示，媒体

に接触する者の限定，対象

情報の種類・類型のリスト

化等が想定されています。

(3 )秘密管理措置の具体例

新指針では，典型的な秘

密管理措置の具体例が示さ

れていますので，その一部

を紹介します。

ア 紙媒体の場合

□文書へのマル秘表示

□施錠可能なキャビネット

や金庫等への保管 等

イ 電子媒体の場合

□記録媒体へのマル秘表示

の貼付

□電子ファイル名・フォル

ダ名へのマル秘の付記

□営業秘密である電子ファ

イルそのもの又は当該電

子ファイルを含むフォル

ダの閲覧に要するパスワ

ードの設定 等

ウ 物件に営業秘密が化体

している場合

□物件のある部屋の扉への

「関係者以外立入禁止」

の張り紙

□写真撮影禁止の張り紙

□営業秘密該当物件をリス

ト化し，閲覧・共有化

エ 媒体が利用されない場合

□原則として，営業秘密の

カテゴリーのリスト化・

営業秘密の文書化を通じ

て，営業秘密の内容を可

視化することが必要

□営業秘密の範囲が明確な

場合には，その範囲・カ

テゴリーを口頭・書面で

伝達することも可

(4)その他

新指針は，営業秘密を企

業内外で共有する場合の秘

密管理性の考え方について

も示しています。

５．有用性・非公知性について

新指針は，有用性につい

ては，その情報（公序良俗

に反するものを除く）が客

観的にみて，事業活動に有

用であることを，また，非

公知性については，一般的

には知られておらず，又は

容易に知ることができない

ことを意味すると考えてい

ます。

６．実務上の留意点

(1)指針は，経済産業省が

一つの考え方を示したもの

にすぎず，法的拘束力を持

つものではありません。営

業秘密に関する紛争は，最

終的には裁判所において個

別の具体的状況に応じて判

断されます。

(2)既述のとおり，新指針

は，不競法による法的保護

を受けるために必要な最低

限の水準の対策を示したも

のにすぎません。重要な情

報については，旧指針が示

していた管理方法を実践す

ることも考えられます。今

後は，新旧両指針を参照し

つつ情報の重要性に応じた

適切な営業秘密の管理が必

要であると考えられます。
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